
 

平成２０年度 事業計画（案） 

総務部 

１．オンライン登記申請制度への対応 

    

 

 ２．境界問題相談センターの立ち上げに向けての検討 

    

 

３．会則、諸規程の整備 

    

 

  ４．苦情相談の取扱についての検討 

    

 

  ５．政治連盟への対応 

  

 

  ６．その他 

    ・諸規程集の発行 

 

 

財務部 

１．財務改革の検討 

     

 

  ２．土地家屋調査士国民年金基金及び日本土地家屋調査士会連合会共済会の 

取り扱う各種保険の斡旋 

       

 

 ３．証紙貼付調査の実施 

     

 

  ４．会費未納者に対する対応検討 



 

業務部  

 

１．「調査・測量実施要領」の研究 

     

 

２．不動産登記法１４条地図作成作業への協力・法務局地図整備作業への協力 

     

 

３．筆界特定制度における筆界調査委員及び筆界特定申請代理人としての資質向上

の為の研究 

     

 

４．境界鑑定委員会の事業推進 

     

 

５．公嘱協会との連携の充実 

    

 

 

 

研修部 

 

 １．研修会の実施 

    

 

 ２．日調連、他県会、他団体主催の研修会の案内と参加支援 

     

 

 ３．ＡＤＲ特別研修への対応 

 

 

  ４．九州ブロック協議会において実施する研修制度の研究 

 

 

 



 

広報部 

 

１．会報 「ながさき」第６４号の発行 

    

 

２．ホームページの利活用  

 
 

３．啓蒙活動 

 

１）隣接業界との合同無料相談会の実施 
 
２）新聞広告等ＰＲ啓蒙活動 

 
３）裁判所等への境界鑑定業務の広報活動の検討、実施 

 
４）中学生、高校生に対する啓蒙活動（職業案内、出前授業等）の実施 

 
５）行政庁の主管する市民相談への協力 

 
６）カレンダーの作成 


